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国 立 研 究 開 発 法 人 日 本 原 子 力 研 究 開 発 機 構  

原 子 力 科 学 研 究 所  

 

は じ め に  

国 立 研 究 開 発 法 人 日 本 原 子 力 研 究 開 発 機 構（ 以 下「 機

構 」 と い う 。） は ， 原 子 力 に 関 す る 我 が 国 唯 一 の 総 合 的

研 究 開 発 機 関 と し て ， 人 類 社 会 の 福 祉 及 び 国 民 生 活 の

水 準 向 上 に 資 す る 原 子 力 の 研 究 ， 開 発 及 び 利 用 の 促 進

に 寄 与 す る こ と を 目 的 と し ，「『 ニ ュ ー ク リ ア ×リ ニ ュ ー

ア ブ ル 』 で 拓 く 新 し い 未 来 」 を 目 指 し ， そ の 相 乗 効 果

（ S y n e r g y）の た め の 研 究 開 発 ，原 子 力 自 体 を 持 続 可 能

（ S u s t a i n a b l e） に す る た め の 研 究 開 発 及 び 原 子 力 利 用

の 多 様（ U b i q u i t o u s）化 に 向 け た 研 究 開 発 を 意 識 し て ，

事 業 を 進 め ま す 。  

原 子 力 科 学 研 究 所 （ 以 下 「 研 究 所 」 と い う 。） 及 び Ｊ

－ Ｐ Ａ Ｒ Ｃ セ ン タ ー に お い て は ， 安 全 管 理 を 徹 底 し ，

従 業 員 一 人 ひ と り の ル ー ル 遵 守 の 意 識 を 向 上 さ せ る と

と も に ， 機 構 内 外 で 発 生 し た 火 災 事 象 等 も 踏 ま え 安 全

確 保 の 意 識 を さ ら に 高 め ， 過 去 の 教 訓 を 風 化 さ せ な い

た め の 教 育 に 取 り 組 み ま す 。 ま た ， 情 報 公 開 に 努 め ，

地 域 と の 共 生 を 図 り つ つ 事 業 を 推 進 し ま す 。  

そ の う え で ，原 子 力 の 基 礎 基 盤 研 究 ，安 全 研 究 ，人 材

育 成 等 に 取 り 組 む と と も に ， 東 京 電 力 ホ ー ル デ ィ ン グ

ス （ 株 ） 福 島 第 一 原 子 力 発 電 所 （ 以 下 「 東 京 電 力 福 島

第 一 原 子 力 発 電 所 」 と い う 。） の 廃 止 措 置 に 向 け た 研 究

開 発 を 行 っ て い き ま す 。  

ま た ，軽 水 炉 の 更 な る 安 全 性 の 向 上 や 利 用 率 向 上 等 に

寄 与 で き る 研 究 開 発 や ， 中 性 子 ビ ー ム や 放 射 光 を 利 用

し た 物 質 ・ 材 料 科 学 ， 放 射 性 廃 棄 物 の 再 資 源 化 等 の 研



 

2 
 

究 を 進 め ， カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 等 の 社 会 的 課 題 解 決

に 貢 献 し ま す 。  

研 究 用 原 子 炉 Ｊ Ｒ Ｒ － ３ に つ い て は ，安 全・安 定 運 転

を 行 い ， 利 用 ユ ー ザ ー に イ ノ ベ ー シ ョ ン 創 出 の 場 を 提

供 し ま す 。 ま た ， 放 射 性 廃 棄 物 処 理 場 に つ い て は ， 原

子 力 規 制 委 員 会 が 制 定 し た 新 規 制 基 準 へ の 対 応 を 進 め

ま す 。 加 え て ， 施 設 中 長 期 計 画 に 基 づ き ，「 施 設 の 集 約

化 ・ 重 点 化 」，「 施 設 の 安 全 確 保 」 及 び 「 バ ッ ク エ ン ド

対 策 」 を 計 画 的 に 進 め ま す 。  

さ ら に ，令 和 ６ 年 度 に 新 設 し た ，原 子 力 科 学 技 術 を 活

用 し 新 た な 価 値 を 創 出 す る 「 N X R 開 発 セ ン タ ー 」 及 び

基 礎 研 究 の 成 果 の 社 会 実 装 を 目 指 す 「 パ イ オ ニ ア ラ ボ 」

の 取 組 を 強 化 し ま す 。  

研 究 所 に お け る 令 和 ８ 年 度 の 事 業 計 画 の 主 な 内 容 は

以 下 の と お り で す 。  

 

１ ． 事 業 計 画 概 要  

（ １ ） 安 全 確 保 の 徹 底  

研 究 所 及 び Ｊ － Ｐ Ａ Ｒ Ｃ セ ン タ ー の 事 業 の 推 進 に

当 た っ て ， 安 全 確 保 を 最 重 要 課 題 と し て 取 り 組 む と

と も に ， 昨 今 の 状 況 に 鑑 み 核 セ キ ュ リ テ ィ の 強 化 を

推 進 し ま す 。 ま た ， 過 去 の 教 訓 を 活 か し て 安 全 確 保

に 取 り 組 み ま す 。  

具 体 的 に は ， 法 令 及 び ル ー ル の 遵 守 を 徹 底 す る と

と も に ， 保 安 活 動 を 確 実 に ， よ り 良 い 仕 組 み と す る

た め に ， 核 セ キ ュ リ テ ィ 文 化 の 醸 成 ， Ｃ Ａ Ｐ （ 是 正

処 置 プ ロ グ ラ ム ） 活 動 等 を 通 し た 品 質 マ ネ ジ メ ン ト

（ 安 全 文 化 の 育 成 及 び 維 持 を 含 む 。）に 基 づ く 保 安 活

動 の 継 続 的 改 善 を 進 め ま す 。 ま た ， 施 設 の 安 全 管 理
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に つ い て は ， 高 経 年 化 対 策 等 を 踏 ま え て 点 検 方 法 等

を 見 直 し ， 強 化 し た 監 督 機 能 の も と ト ラ ブ ル の 予 防

に 努 め ま す 。 さ ら に 本 年 ２ 月 に 発 生 し た 第 ２ 研 究 棟

及 び 配 水 場 で の 火 災 事 象 も 含 め ， 過 去 に 研 究 所 で 発

生 し た 事 象 並 び に 他 拠 点 及 び 他 事 業 者 で 発 生 し た 事

象 も 踏 ま え 安 全 確 保 の 意 識 を さ ら に 高 め ， 過 去 の 事

故 事 例 を 風 化 さ せ な い た め の 教 育 を 継 続 し ま す 。 ト

ラ ブ ル が 発 生 し た 場 合 に お い て ， 迅 速 ・ 的 確 な 対 応

が で き る よ う ， 平 常 時 か ら 危 機 管 理 体 制 の 改 善 に 努

め る と と も に ， 緊 急 被 ば く 医 療 に 係 る 地 域 医 療 機 関

や 近 隣 の 原 子 力 事 業 者 及 び 外 部 関 係 機 関 と の 連 携 に

つ い て も ， そ の 重 要 性 に 鑑 み ， 継 続 し て 取 り 組 み ま

す 。  

 

（ ２ ） 原 子 力 基 礎 基 盤 研 究  

原 子 力 研 究 開 発 の 基 盤 を 形 成 し ， 新 た な 原 子 力 利

用 技 術 の 創 出 に 貢 献 す る た め ， 原 子 力 基 礎 工 学 研 究

を 実 施 し ま す 。  

具 体 的 に は ， 核 特 性 ， 熱 流 動 ， 燃 料 ・ 材 料 ， 環 境

動 態 ， 放 射 線 輸 送 ・ 計 測 等 に つ い て ， マ ル チ フ ィ ジ

ッ ク ス シ ミ ュ レ ー シ ョ ン 技 術 の 開 発 を 進 め ま す 。 あ

わ せ て ， 実 験 的 な 基 礎 デ ー タ の 拡 充 の た め の ス マ ー

ト 測 定 技 術 及 び 分 析 技 術 の 開 発 並 び に 計 算 モ デ ル の

妥 当 性 検 証 を 進 め ま す 。 こ れ ら の 基 礎 基 盤 研 究 の 成

果 を 活 用 し て ， 軽 水 炉 シ ス テ ム の 安 全 性 向 上 ， 研 究

開 発 の 合 理 化 に 資 す る Ｄ Ｘ 化 ， 放 射 性 廃 棄 物 の 分

離 ・ 減 容 化 ・ 有 害 度 低 減 ， 東 京 電 力 福 島 第 一 原 子 力

発 電 所 事 故 の 中 長 期 的 課 題 へ の 対 応 等 に 貢 献 し ま す 。

ま た ， 得 ら れ た 成 果 を 最 大 限 に 活 用 す る た め に ， 産
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業 界 や 大 学 と い っ た 異 分 野 と の 連 携 を 進 め ， 放 射 性

廃 棄 物 の 再 資 源 化 等 の 原 子 力 イ ノ ベ ー シ ョ ン の 創 出

を 目 指 し ま す 。  

 

（ ３ ） 先 端 原 子 力 科 学 研 究  

先 端 原 子 力 科 学 分 野 に つ い て ， 新 原 理 ・ 新 現 象 の

発 見 ， 新 物 質 ・ 新 材 料 の 創 製 ， 革 新 的 技 術 の 創 出 等

を 目 指 す た め ， 原 子 力 先 端 材 料 科 学 及 び 原 子 力 先 端

核 科 学 の 両 分 野 に お け る 研 究 を 推 進 し ま す 。  

 

（ ４ ） 物 質 科 学 研 究  

研 究 用 原 子 炉 Ｊ Ｒ Ｒ － ３ や Ｊ － Ｐ Ａ Ｒ Ｃ 等 の 中 性

子 線 利 用 施 設 ・ 装 置 等 の 高 度 化 に 係 わ る 技 術 開 発 及

び 装 置 整 備 を 進 め ま す 。 ま た ， 中 性 子 線 等 を 利 用 し

た 幅 広 い 研 究 を 行 い ， 科 学 技 術 ・ 学 術 分 野 に お け る

革 新 的 成 果 を 創 出 し ま す 。 さ ら に 産 学 官 と の 共 同 研

究 に よ り ， そ れ ら の 産 業 利 用 に 向 け た 成 果 活 用 に 取

り 組 み ま す 。  

 

（ ５ ） 原 子 力 計 算 科 学 研 究  

ス ー パ ー コ ン ピ ュ ー タ を 活 用 し た 原 子 力 研 究 開 発

の 推 進 に 向 け て ， 計 算 機 科 学 ， 計 算 科 学 ， Ａ Ｉ ・ デ

ー タ 科 学 等 の 分 野 に お け る 基 盤 技 術 の 研 究 開 発 を 推

進 し ま す 。 こ れ を 実 験 ・ 観 測 と 解 析 を 融 合 さ せ る デ

ジ タ ル ツ イ ン 技 術 や Ａ Ｉ ・ デ ー タ 科 学 を 活 用 し て 材

料 研 究 を 加 速 す る マ テ リ ア ル Ｄ Ｘ 技 術 に 発 展 さ せ ，

機 構 に お け る 研 究 開 発 の Ｄ Ｘ に 貢 献 し ま す 。  

 

（ ６ ） Ｊ － Ｐ Ａ Ｒ Ｃ の 整 備 ・ 共 用  
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高 出 力 の 定 常 運 転 実 現 に 向 け ， リ ニ ア ッ ク ， ３ Ｇ

ｅ Ｖ シ ン ク ロ ト ロ ン 及 び ５ ０ Ｇ ｅ Ｖ シ ン ク ロ ト ロ ン

に つ い て 粒 子 損 失 の 低 い 運 転 方 法 の 開 発 ， 増 強 し た

電 源 を 用 い た 性 能 試 験 ， 機 器 の 改 良 等 を 進 め ま す 。  

物 質 ・ 生 命 科 学 実 験 施 設 で は 放 射 化 物 発 生 量 低 減

の た め ， タ ー ゲ ッ ト 容 器 の ２ 年 使 用 及 び 関 連 す る 機

器 の 改 良 を 進 め る と と も に ， ９ ０ ％ 以 上 の 稼 働 率 達

成 を 目 指 し ま す 。 安 定 し た 陽 子 ビ ー ム に よ る 中 性 子

利 用 及 び ミ ュ オ ン 利 用 実 験 の ニ ー ズ に 対 応 す る た め ，

利 用 者 に 対 し て は ， 通 年 で 約 ３ ， ６ ０ ０ 時 間 （ 約 １

５ ０ 日 間 （ ６ ． ８ サ イ ク ル 相 当 ）） 以 上 の 施 設 運 転 時

間 を 目 指 し ま す 。 ま た ， 新 種 の ニ ュ ー ト リ ノ （ ス テ

ラ イ ル ニ ュ ー ト リ ノ ） を 探 索 す る 実 験 を 行 い ま す 。

さ ら に ， ミ ュ オ ン ビ ー ム ラ イ ン の 整 備 を 継 続 し て 進

め ま す 。  

ハ ド ロ ン 実 験 施 設 で は ， 安 全 強 化 さ れ た 環 境 で 質

量 の 起 源 解 明 や 宇 宙 創 生 期 の 謎 に 迫 る 核 力 の 理 解 を

目 指 し ま す 。 ミ ュ ー オ ン 電 子 転 換 事 象 探 索 （ Ｃ Ｏ Ｍ

Ｅ Ｔ ）実 験 の た め の ビ ー ム ラ イ ン の 調 整 も 進 め ま す 。 

ニ ュ ー ト リ ノ 実 験 施 設 で は ， 前 年 度 に 引 き 続 き ニ

ュ ー ト リ ノ を ス ー パ ー カ ミ オ カ ン デ に 向 け て 出 射 し

粒 子 -反 粒 子 （ Ｃ Ｐ ） 対 称 性 の 破 れ の 検 証 実 験 等 を 進

め ま す 。 ハ イ パ ー カ ミ オ カ ン デ 計 画 に 係 る 機 器 の 整

備 等 を 継 続 す る と と も に ， ビ ー ム の 増 強 と そ れ に 伴

う 機 器 等 の 増 強 を 進 め ま す 。  

ユ ー ザ ー に 対 す る 利 用 支 援 体 制 の 更 な る 充 実 と 利

用 促 進 を 強 化 す る た め ， 試 料 の 前 処 理 や 後 処 理 を 行

う 装 置 群 の 活 用 を 進 め る と と も に ， 専 用 の 計 算 機 に

よ る デ ー タ 利 活 用 を 推 進 し ま す 。 ま た ， 放 射 化 し た
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タ ー ゲ ッ ト 容 器 を Ｒ Ａ Ｍ 棟 （ 放 射 化 物 保 管 設 備 を 有

す る 建 家 ）に 移 送 し 安 全 に 保 管 管 理 し ま す 。さ ら に ，

利 用 者 要 望 に 基 づ く ア ク セ ス 道 路 の 建 設 を 開 始 し ま

す 。 加 え て ， 令 和 ８ 年 度 か ら ４ ～ ５ 年 計 画 で 宇 宙 機

等 の 放 射 線 試 験 設 備 を 整 備 し ， 我 が 国 の 宇 宙 機 等 の

開 発 ・ 製 造 の 国 際 競 争 力 の 向 上 に 貢 献 し ま す 。  

Ｊ － Ｐ Ａ Ｒ Ｃ セ ン タ ー 全 体 と し て ， 増 大 す る 外 来

利 用 者 を 含 め た 包 括 的 な 安 全 確 保 の た め ， マ ニ ュ ア

ル や 規 程 類 の 見 直 し ， 遵 守 確 認 ， 安 全 講 習 等 に よ る

安 全 文 化 育 成 を 継 続 的 に 進 め ま す 。  

 

（ ７ ） 大 型 研 究 施 設 の 運 転 及 び 関 連 す る 技 術 開 発  

研 究 用 原 子 炉 Ｊ Ｒ Ｒ － ３ は 安 全 ・ 安 定 運 転 を 行 い ，

利 用 ユ ー ザ ー に イ ノ ベ ー シ ョ ン 創 出 の 場 を 提 供 し ま

す 。 中 性 子 ビ ー ム 利 用 と し て は ， 中 性 子 散 乱 実 験 等

を 行 い ， 電 池 の 高 性 能 化 や 水 素 イ ン フ ラ の 信 頼 性 向

上 な ど 持 続 可 能 な 社 会 を 目 指 し た 研 究 開 発 や ， タ ン

パ ク 質 の 構 造 解 析 に よ る 創 薬 開 発 等 に 貢 献 し ま す 。

ま た ， 照 射 利 用 と し て は 医 療 用 ラ ジ オ ア イ ソ ト ー プ

の 製 造 に よ り が ん 治 療 等 に 貢 献 す る と と も に ， 核 医

学 検 査 薬 （ テ ク ネ チ ウ ム 製 剤 ） の 原 料 と な る モ リ ブ

デ ン ９ ９ の 安 定 し た 国 内 供 給 体 制 の 強 化 を 目 指 し て

照 射 製 造 技 術 開 発 を 推 進 し ま す 。  

研 究 用 原 子 炉 Ｎ Ｓ Ｒ Ｒ に つ い て は ， 軽 水 炉 燃 料 の

反 応 度 事 故 時 や シ ビ ア ア ク シ デ ン ト 時 の 燃 料 挙 動 研

究 の た め ， パ ル ス 照 射 試 験 を 安 全 に 実 施 し ま す 。  

定 常 臨 界 実 験 装 置 （ Ｓ Ｔ Ａ Ｃ Ｙ ） に つ い て は ， 東

京 電 力 福 島 第 一 原 子 力 発 電 所 の 炉 心 溶 融 で 生 じ た 燃

料 デ ブ リ の 取 り 出 し 作 業 時 に お け る 臨 界 管 理 に 関 す
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る 研 究 の た め ， 臨 界 試 験 を 安 全 に 実 施 し ま す 。  

タ ン デ ム 加 速 器 ， バ ッ ク エ ン ド 研 究 施 設 （ Ｂ Ｅ Ｃ

Ｋ Ｙ ）， 燃 料 試 験 施 設 （ Ｒ Ｆ Ｅ Ｆ ）， 廃 棄 物 安 全 試 験

施 設 （ Ｗ Ａ Ｓ Ｔ Ｅ Ｆ ） に つ い て は ， 東 京 電 力 福 島 第

一 原 子 力 発 電 所 の 環 境 修 復 や 廃 止 措 置 に 係 る 技 術 開

発 ， 原 子 炉 燃 料 ・ 材 料 の 安 全 評 価 ， 核 燃 料 サ イ ク ル

や 放 射 性 廃 棄 物 に 関 す る 安 全 研 究 ， 基 礎 ・ 基 盤 研 究

等 に 資 す る た め ， 安 全 ・ 安 定 運 転 を 行 う と と も に ，

利 用 技 術 の 開 発 を 進 め ま す 。 ま た ， タ ン デ ム 加 速 器

で は ， 令 和 ８ 年 度 か ら ５ 年 計 画 で 宇 宙 機 等 の 放 射 線

試 験 設 備 を 整 備 し ， 我 が 国 の 宇 宙 機 等 の 開 発 ・ 製 造

の 国 際 競 争 力 の 向 上 に 貢 献 し ま す 。  

放 射 線 標 準 施 設 棟 （ Ｆ Ｒ Ｓ ） に つ い て は ， 放 射 線

照 射 設 備 の 運 転 を 安 全 に 行 い ， 国 内 外 の 放 射 線 測 定

に 係 る 研 究 開 発 の 信 頼 性 向 上 に 資 す る た め ， 放 射 線

計 測 技 術 の 高 度 化 に 取 り 組 み ま す 。  

 

（ ８ ） 原 子 力 人 材 の 育 成  

国 内 及 び ア ジ ア 諸 国 等 を 対 象 と し た 原 子 力 人 材 育

成 研 修 事 業 を 継 続 す る と と も に ， 東 京 大 学 専 門 職 大

学 院 へ の 協 力 ，茨 城 大 学 と の 包 括 協 定 に 基 づ く 協 力 ，

そ の 他 の 大 学 院 等 に お け る 原 子 力 教 育 へ の 協 力 を 推

進 し ま す 。  

ま た ，「 原 子 力 人 材 育 成 ネ ッ ト ワ ー ク 」 の 事 務 局 と

し て ， 我 が 国 の 原 子 力 人 材 育 成 推 進 を 継 続 し ま す 。  

 

（ ９ ） 核 不 拡 散 ・ 核 セ キ ュ リ テ ィ に 資 す る 活 動  

国 際 的 な 核 不 拡 散 体 制 の 強 化 に 貢 献 す る た め の 保

障 措 置 技 術 開 発 や 核 鑑 識 ， 核 物 質 等 の 測 定 ・ 検 知 技
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術 等 の 核 セ キ ュ リ テ ィ 強 化 に 必 要 な 技 術 開 発 を 進 め

ま す 。 ま た ， 核 不 拡 散 ・ 核 セ キ ュ リ テ ィ 強 化 に 資 す

る た め ， ア ジ ア 諸 国 を 始 め と す る 各 国 を 対 象 と し た

人 材 育 成 支 援 を 実 施 し ま す 。 さ ら に ， 国 際 的 な Ｃ Ｏ

Ｅ （ 中 核 的 研 究 拠 点 ） を 目 指 す と と も に ， 包 括 的 核

実 験 禁 止 条 約 （ Ｃ Ｔ Ｂ Ｔ ） 国 際 監 視 制 度 施 設 等 の 運

用 等 を 実 施 し ま す 。 加 え て ， 核 不 拡 散 ・ 核 セ キ ュ リ

テ ィ の 重 要 性 や 機 構 の 活 動 等 に つ い て 積 極 的 に 情 報

発 信 を 行 い ， 国 内 外 の 理 解 増 進 に 努 め ま す 。  

ま た ， 施 設 の 運 転 計 画 や 廃 止 措 置 計 画 に 基 づ き 研

究 炉 燃 料 の 供 給 等 や 核 燃 料 物 質 の 輸 送 に 係 る 支 援 業

務 を 実 施 し ま す 。  

 

（ １ ０ ） 東 京 電 力 福 島 第 一 原 子 力 発 電 所 の 廃 止 措 置 等

に 向 け た 研 究 開 発  

国 が 定 め た 「 東 京 電 力 ホ ー ル デ ィ ン グ ス （ 株 ） 福

島 第 一 原 子 力 発 電 所 の 廃 止 措 置 等 に 向 け た 中 長 期 ロ

ー ド マ ッ プ 」の 計 画 等 に 基 づ き ，燃 料 デ ブ リ の 遠 隔 ・

そ の 場 ・ 迅 速 簡 易 分 析 の 開 発 ， 特 殊 環 境 下 に お け る

腐 食 現 象 の 解 明 ， 東 京 電 力 福 島 第 一 原 子 力 発 電 所 の

原 子 炉 内 の 状 態 を 把 握 す る た め の 解 析 技 術 の 開 発 や

核 分 裂 生 成 物 核 種 の 挙 動 解 析 ， 燃 料 デ ブ リ の 特 性 把

握 ・ 成 分 分 析 ， 臨 界 管 理 技 術 や 核 物 質 量 の 管 理 技 術

の 開 発 並 び に 汚 染 水 処 理 で 発 生 す る ゼ オ ラ イ ト 廃 材

及 び 放 射 性 廃 棄 物 の 処 理 ・ 処 分 技 術 開 発 等 ， 研 究 所

の 各 施 設 を 活 用 し た 試 験 研 究 を 行 い ま す 。  

 

（ １ １ ） 施 設 等 の 廃 止 措 置 ， 放 射 性 廃 棄 物 の 処 理 ・ 処

分 及 び 関 連 す る 技 術 開 発  
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過 渡 臨 界 実 験 装 置 （ Ｔ Ｒ Ａ Ｃ Ｙ ）， 研 究 用 原 子 炉 Ｊ

Ｒ Ｒ － ４ ， 軽 水 臨 界 実 験 装 置 （ Ｔ Ｃ Ａ ） 及 び 高 速 炉

臨 界 実 験 装 置 （ Ｆ Ｃ Ａ ） に つ い て は ， 認 可 取 得 し た

廃 止 措 置 計 画 に 基 づ き 対 応 を 進 め ま す 。  

原 子 力 施 設 の 設 置 者 及 び 放 射 性 廃 棄 物 の 発 生 者 と

し て の 責 任 に お い て ， 安 全 確 保 を 大 前 提 に ， 所 期 の

目 的 を 達 成 し た 原 子 力 施 設 の 廃 止 措 置 及 び 低 レ ベ ル

放 射 性 廃 棄 物 の 処 理 を 適 切 に 進 め ま す 。 ま た ， 合 理

的 な 廃 止 措 置 や 処 理 ・ 処 分 に 必 要 な 技 術 開 発 を 行 い

ま す 。  

高 減 容 処 理 施 設 に お い て は ， 放 射 性 廃 棄 物 の 前 処

理 及 び 高 圧 圧 縮 処 理 に よ る 廃 棄 物 の 減 容 を 進 め ま す 。 

放 射 性 廃 棄 物 処 理 場 に つ い て は ， 新 規 制 基 準 に 基

づ く 早 期 の 適 合 性 確 認 を 目 指 し ま す 。 な お ， 適 合 性

確 認 終 了 後 は ， 廃 棄 物 管 理 事 業 の 許 可 申 請 に 向 け た

検 討 を 進 め ま す 。  

廃 棄 物 埋 設 施 設 に つ い て は ， 昨 年 １ １ 月 に 申 請 し

た 廃 止 措 置 計 画 及 び 保 安 規 定 の 認 可 に 向 け た 対 応 を

実 施 し ， 認 可 取 得 次 第 ， 廃 止 措 置 を 進 め ま す 。  

 

（ １ ２ ） 原 子 力 安 全 研 究  

多 様 な 原 子 力 施 設 の 幅 広 い 安 全 評 価 に 必 要 な 知 見

を 整 備 す る た め ， 安 全 研 究 を 実 施 し ， 原 子 力 安 全 規

制 行 政 を 技 術 的 に 支 援 し ま す 。 具 体 的 に は ， 東 京 電

力 福 島 第 一 原 子 力 発 電 所 事 故 か ら 得 ら れ た 教 訓 等 を

踏 ま え て ， 軽 水 炉 に お け る シ ビ ア ア ク シ デ ン ト 回 避

及 び 影 響 緩 和 並 び に 原 子 力 防 災 に 関 す る 研 究 を 進 め

る と と も に ， 事 故 時 の 燃 料 及 び 熱 水 力 挙 動 の 評 価 ，

軽 水 炉 機 器 ・ 構 造 物 の 健 全 性 評 価 ， 核 燃 料 サ イ ク ル
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施 設 の シ ビ ア ア ク シ デ ン ト 評 価 ， 放 射 性 廃 棄 物 管 理

に 係 る 研 究 等 を 実 施 し ま す 。 シ ビ ア ア ク シ デ ン ト に

関 わ る リ ス ク 評 価 研 究 に お い て は ， 機 構 内 及 び 関 係

機 関 と の 連 携 機 能 を 強 化 し て リ ス ク 情 報 の 活 用 を 推

進 し ま す 。 国 立 大 学 法 人 東 京 大 学 に 設 置 さ れ た 「 国

立 研 究 開 発 法 人 連 携 講 座 」 に よ る 人 材 育 成 を 行 い ま

す 。  

 

（ １ ３ ） 社 会 実 装 を 目 指 し た 研 究 開 発  

令 和 ６ 年 度 に 新 設 し た ， 原 子 力 科 学 技 術 を 活 用 し

新 た な 価 値 を 創 出 す る 「 Ｎ Ｘ Ｒ 開 発 セ ン タ ー 」 及 び

基 礎 研 究 の 成 果 の 社 会 実 装 を 目 指 す 「 パ イ オ ニ ア ラ

ボ 」 の 取 組 を 強 化 し ま す 。  

Ｎ Ｘ Ｒ 開 発 セ ン タ ー で は ， 放 射 性 廃 棄 物 を 資 源 に

変 え る た め ， 高 レ ベ ル 廃 液 か ら ス ト ロ ン チ ウ ム を 分

離 し ， 熱 電 変 換 素 子 と 接 合 さ せ た Ｒ Ｉ 電 池 の 開 発 に

取 り 組 み ま す 。 ま た ， 半 永 久 的 な 熱 源 と し て の 利 用

が 期 待 さ れ る ア メ リ シ ウ ム を 密 封 化 す る た め の 模 擬

試 料（ コ ー ル ド ）を 用 い た 試 験 を 行 い ま す 。さ ら に ，

劣 化 ウ ラ ン を 用 い た 大 容 量 蓄 電 池 を 実 現 す る た め の

研 究 開 発 に 取 り 組 み ま す 。  

パ イ オ ニ ア ラ ボ の う ち バ イ オ マ ス 資 源 開 発 で は ，

海 水 か ら の ウ ラ ン 回 収 の た め の 吸 着 剤 に つ い て ， 実

用 化 に 足 る 吸 着 性 能 向 上 に 向 け た 研 究 に 取 り 組 み ま

す 。 ま た ， 重 水 素 分 離 技 術 開 発 で は ， 輸 入 に 頼 っ て

い る 高 価 な 重 水 素 を 低 コ ス ト で 製 造 す る た め の シ ス

テ ム を 開 発 に 取 り 組 み ま す 。 さ ら に 超 高 真 空 技 術 開

発 で は ， 開 発 し た 無 電 源 ・ 無 振 動 ・ 省 ス ペ ー ス ・ 軽

量 の 超 高 真 空 ゲ ッ タ ー ポ ン プ の 更 な る 性 能 向 上 に 取
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り 組 み ま す 。 加 え て ， 未 来 粘 土 材 料 研 究 開 発 で は ，

独 自 に 開 発 し た 溶 融 塩 法 を 駆 使 し ， 土 壌 粘 土 鉱 物 を

活 用 し た 新 し い 機 能 性 材 料 の 開 発 に 取 り 組 み ま す 。  

 

２ ． 安 全 協 定 第 ５ 条 に 係 る 新 増 設 等 計 画  

（ １ ） Ｊ － Ｐ Ａ Ｒ Ｃ に お け る ビ ー ム ラ イ ン 等 の 新 設 及

び 変 更  

（ 概 要 ）  

ハ ド ロ ン 実 験 施 設 に お い て ，年 度 途 中 で 予 算 措 置

が 可 能 と な っ た 場 合 に は ，二 次 ビ ー ム ラ イ ン 及 び 実

験 エ リ ア の 新 設 ，Ｃ ラ イ ン に お け る 遮 へ い 体 構 造 の

変 更 ，Ｂ ラ イ ン 分 岐 部 に お け る 標 的 の 新 規 設 置 を 行

い ま す 。  
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国 立 研 究 開 発 法 人 日 本 原 子 力 研 究 開 発 機 構  

核 燃 料 サ イ ク ル 工 学 研 究 所  

 

は じ め に  

国 立 研 究 開 発 法 人 日 本 原 子 力 研 究 開 発 機 構（ 以 下「 機

構 」 と い う 。） は ， 原 子 力 に 関 す る 我 が 国 唯 一 の 総 合 的

研 究 開 発 機 関 と し て ， 人 類 社 会 の 福 祉 及 び 国 民 生 活 の

水 準 向 上 に 資 す る 原 子 力 の 研 究 ， 開 発 及 び 利 用 の 促 進

に 寄 与 す る こ と を 目 的 と し ，「『 ニ ュ ー ク リ ア ×リ ニ ュ ー

ア ブ ル 』 で 拓 く 新 し い 未 来 」 を 目 指 し ， そ の 相 乗 効 果

（ S y n e r g y） の た め の 研 究 開 発 ， 原 子 力 自 体 を 持 続 可 能

（ S u s t a i n a b l e） に す る た め の 研 究 開 発 及 び 原 子 力 利 用

の 多 様 化（ U b i q u i t o u s）に 向 け た 研 究 開 発 を 意 識 し て ，

事 業 を 進 め ま す 。  

核 燃 料 サ イ ク ル 工 学 研 究 所（ 以 下「 研 究 所 」と い う 。）

に お い て は ， 従 業 員 一 人 ひ と り の 安 全 意 識 を 向 上 さ せ

る と と も に ， 火 災 を は じ め と す る ト ラ ブ ル の 発 生 ゼ ロ

を 目 指 し て ， 基 本 動 作 の 徹 底 を 浸 透 さ せ つ つ ， 請 負 企

業 へ の ガ バ ナ ン ス 強 化 を 含 め た 安 全 管 理 の 徹 底 を 継 続

し て ま い り ま す 。 ま た ， 情 報 公 開 に 努 め ， 地 域 と の 共

生 を 図 り つ つ 業 務 を 進 め て ま い り ま す 。  

東 海 再 処 理 施 設 で は ， 国 の 認 可 を 受 け ， ま た 原 子 力

安 全 協 定 に 基 づ き 茨 城 県 及 び 東 海 村 の 同 意 を い た だ い

た 廃 止 措 置 計 画 に 基 づ き ， 高 放 射 性 廃 液 の ガ ラ ス 固 化

に 向 け た 取 組 を 進 め る と と も に ， 新 規 制 基 準 を 踏 ま え

た 安 全 性 向 上 対 策 等 を 進 め ま す 。 ま た ， 再 処 理 施 設 の

廃 止 措 置 技 術 体 系 の 確 立 に 向 け た 取 組 を 進 め ま す 。  

プ ル ト ニ ウ ム 燃 料 開 発 施 設 で は ， 研 究 所 内 で 貯 蔵 し

て い る Ｍ Ｏ Ｘ （ プ ル ト ニ ウ ム と ウ ラ ン の 混 合 酸 化 物 ）



 

13 
 

に つ い て ， プ ル ト ニ ウ ム 燃 料 第 三 開 発 室 に お い て 集 約

化 を 進 め る と と も に ， プ ル ト ニ ウ ム 燃 料 に 関 す る 技 術

開 発 を 進 め ま す 。  

そ の 他 ， 施 設 等 の 廃 止 措 置 及 び 放 射 性 廃 棄 物 処 理 処

分 に 関 す る 技 術 開 発 ， 高 速 炉 サ イ ク ル 技 術 の 開 発 ， 東

京 電 力 ホ ー ル デ ィ ン グ ス ㈱ 福 島 第 一 原 子 力 発 電 所 （ 以

下 「 東 京 電 力 福 島 第 一 原 子 力 発 電 所 」 と い う 。） の 廃 止

措 置 等 に 向 け た 研 究 開 発 ， 放 射 性 廃 棄 物 の 地 層 処 分 技

術 の 開 発 及 び 民 間 事 業 者 等 へ の 技 術 協 力 を 継 続 し て 実

施 し ま す 。  

研 究 所 に お け る 令 和 ８ 年 度 の 事 業 計 画 の 主 な 内 容 は

以 下 の と お り で す 。  

 

１ ． 事 業 計 画 概 要  

（ １ ） 安 全 確 保 の 徹 底  

研 究 所 の 事 業 の 実 施 に 当 た っ て は ，安 全 を 最 優 先 事

項 と す る こ と を 再 度 徹 底 す る と と も に ，自 ら 保 有 す る

原 子 力 施 設 が 潜 在 的 に 危 険 な 物 質 を 取 り 扱 う と の 認

識 に 立 ち ，教 育 ・ 訓 練 を 充 実 さ せ ，法 令 遵 守 は も と よ

り ，労 働 安 全 衛 生 活 動 ，品 質 マ ネ ジ メ ン ト 活 動（ 安 全

文 化 の 育 成 及 び 維 持 を 含 む 。） 及 び 核 セ キ ュ リ テ ィ 文

化 の 醸 成 活 動 等 に 取 り 組 み ま す 。 ま た ， 事 故 ・ ト ラ ブ

ル の 未 然 防 止 に 向 け ，安 全 作 業 ３ 原 則 の 徹 底 及 び 現 場

密 着 型 の 作 業 観 察 に よ る 改 善 を 継 続 し て 実 施 し ，Ｃ Ａ

Ｐ（ 是 正 処 置 プ ロ グ ラ ム ）活 動 の 推 進 に 取 り 組 み ま す 。 

緊 急 時 や 核 物 質 防 護 事 案 に 的 確 に 対 応 す る た め ，迅

速 な 通 報 連 絡 に 努 め る と と も に ，緊 急 時 対 応 訓 練 や 所

轄 消 防 本 部・警 察 等 の 外 部 関 係 機 関 と 連 携 し た 訓 練 を

実 施 し ，危 機 管 理 体 制 の 改 善 ・ 充 実 ・ 強 化 に 取 り 組 み
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ま す 。  

茨 城 県 等 と の 緊 急 被 ば く 医 療 に 係 る 覚 書 に 基 づ く

地 域 医 療 機 関 や 近 隣 の 原 子 力 事 業 者 等 関 係 機 関 と の

連 携 に つ い て は ，そ の 重 要 性 に 鑑 み ，継 続 し て 取 り 組

み ま す 。  

研 究 所 の 外 部 電 源 に 対 す る 信 頼 性 向 上 を 目 的 と し

て ，既 設 と は 別 系 統 の 外 部 電 源 を 新 た に 引 き 込 む た め

の ６ ６ ㎸ 特 別 高 圧 変 電 設 備 の 設 置 工 事 に 着 手 し ま す 。 

 

（ ２ ） 施 設 等 の 廃 止 措 置 及 び 放 射 性 廃 棄 物 処 理 処 分 に

関 す る 技 術 開 発  

施 設 中 長 期 計 画 に 基 づ い て ，所 期 の 目 的 を 達 成 し た

施 設 等 の 廃 止 措 置 を 計 画 的・効 率 的 に 進 め ま す 。ま た ，

放 射 性 廃 棄 物 の 発 生 量 低 減 や 減 容 処 理 及 び 安 全 な 保

管 管 理 を 継 続 す る と と も に ，減 容 ・ 安 定 化 処 理 技 術 開

発 を 継 続 し ま す 。  

・  新 規 制 基 準 を 踏 ま え た 安 全 性 向 上 対 策 と し て ，高 放

射 性 廃 液 貯 蔵 場（ Ｈ Ａ Ｗ ）及 び ガ ラ ス 固 化 技 術 開 発

施 設（ Ｔ Ｖ Ｆ ）以 外 の 再 処 理 施 設 の 安 全 対 策 に 係 る

取 組 を 進 め ま す 。  

・  ガ ラ ス 固 化 技 術 開 発 施 設（ Ｔ Ｖ Ｆ ）に お い て ，ガ ラ

ス 固 化 処 理 の 再 開 に 向 け ,２ 号 溶 融 炉 か ら ３ 号 溶 融

炉 へ の 更 新 作 業 を 進 め ま す 。ま た ，ガ ラ ス 固 化 体 保

管 能 力 増 強 に 係 る 取 組 を 進 め ま す 。  

・  高 放 射 性 固 体 廃 棄 物 貯 蔵 庫（ Ｈ Ａ Ｓ Ｗ Ｓ ）に つ い て ，

廃 棄 物 の 遠 隔 取 出 し に 関 す る 装 置 開 発 の 成 果 を 踏

ま え ，貯 蔵 管 理 の 改 善 に 向 け た 計 画 の 検 討 を 進 め ま

す 。  

・  低 放 射 性 廃 棄 物 処 理 技 術 開 発 施 設（ Ｌ Ｗ Ｔ Ｆ ）に つ
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い て ，硝 酸 根 分 解 に 係 る 実 証 プ ラ ン ト 規 模 試 験 の 結

果 を 取 り ま と め ,  反 映 事 項 を 整 理 し た 上 で ,セ メ ン

ト 固 化 ・ 硝 酸 根 分 解 設 備 等 の 設 計 に 着 手 し ま す 。  

・  分 離 精 製 工 場（ Ｍ Ｐ ）等 に お い て ，系 統 除 染 の 第 １

段 階 と し て 汚 染 状 況 調 査 等 を 計 画 的 に 進 め る と と

も に ,取 得 し た デ ー タ 及 び 知 見 を 整 理 し ま す 。  

廃 止 措 置 と し て は ， Ａ 棟 ， Ｂ 棟 ， プ ル ト ニ ウ ム 燃 料

第 一 開 発 室 及 び プ ル ト ニ ウ ム 燃 料 第 二 開 発 室 に お け

る 不 稼 働 設 備 の 解 体 撤 去 等 を 進 め ま す 。  

研 究 所 内 の 廃 止 対 象 施 設 等 か ら プ ル ト ニ ウ ム 燃 料

第 三 開 発 室 へ の Ｍ Ｏ Ｘ の 集 約 に 取 り 組 む と と も に ，プ

ル ト ニ ウ ム 燃 料 第 三 開 発 室 に お い て Ｍ Ｏ Ｘ の 保 管 体

化 を 継 続 し ま す 。  

研 究 所 内 の 廃 止 対 象 施 設 等 か ら 第 三 ウ ラ ン 貯 蔵 庫

へ の ウ ラ ン の 集 約 を 進 め ま す 。  

Ｐ ｕ 系 廃 棄 物 の 減 容 ・ 安 定 化 に む け て ，東 海 固 体 廃

棄 物 廃 棄 体 化 施 設（ Ｔ Ｗ Ｔ Ｆ ）の う ち α 系 統 合 焼 却 炉

に つ い て 廃 棄 物 管 理 事 業 の 申 請 に 向 け た 準 備 を 進 め

ま す 。  

 

（ ３ ） 高 速 炉 サ イ ク ル 技 術 の 開 発  

高 速 炉 サ イ ク ル に 係 る イ ノ ベ ー シ ョ ン の 促 進 に 寄

与 す る 研 究 開 発 基 盤 の 維 持・発 展 や 放 射 性 廃 棄 物 の 減

容 化 ・ 有 害 度 低 減 に 資 す る た め ，マ イ ナ ー ア ク チ ノ イ

ド（ Ｍ Ａ ）の 分 離 回 収 に 関 す る 基 礎 試 験 を 行 う と と も

に ，Ｍ Ａ を 含 有 す る Ｍ Ｏ Ｘ の 基 礎 特 性 評 価 や Ｍ Ｏ Ｘ 燃

料 製 造 技 術 の 高 度 化 試 験 等 を 進 め ま す 。  

 

（ ４ ） 再 処 理 技 術 の 開 発  
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軽 水 炉 使 用 済 Ｍ Ｏ Ｘ 燃 料 の 再 処 理 技 術 開 発 の 一 環

と し て ，未 照 射 Ｍ Ｏ Ｘ 燃 料 を 用 い た 溶 解 性 デ ー タ の 取

得 に 取 り 組 み ま す 。  

 

（ ５ ） プ ル ト ニ ウ ム 燃 料 の 開 発  

プ ル ト ニ ウ ム 燃 料 開 発 施 設 で は ，施 設 の 安 全 性 向 上

の た め の 対 応 や Ｍ Ｏ Ｘ 燃 料 開 発 に 係 わ る 基 盤 デ ー タ

の 取 得 等 を 継 続 し ま す 。プ ル ト ニ ウ ム 燃 料 第 三 開 発 室

に つ い て は ， 高 速 実 験 炉「 常 陽 」 の 燃 料 供 給 を 含 め た

Ｍ Ｏ Ｘ 燃 料 製 造 技 術 の 開 発 計 画 に 係 る 検 討 等 を 踏 ま

え ，所 要 の 対 応 等 を 継 続 し ま す 。 こ の 他 ，日 本 原 燃 ㈱

が 計 画 し て い る 民 間 Ｍ Ｏ Ｘ 加 工 施 設 の た め の 粉 末 調

製 に 関 す る 小 規 模 試 験 及 び プ ル ト ニ ウ ム 分 析 用 標 準

物 質 の 調 製 に 関 す る 試 験 を 実 施 し ま す 。  

 

（ ６ ） 東 京 電 力 福 島 第 一 原 子 力 発 電 所 の 廃 止 措 置 等 に

向 け た 研 究 開 発  

国 が 定 め た「 東 京 電 力 ホ ー ル デ ィ ン グ ス ㈱ 福 島 第 一

原 子 力 発 電 所 の 廃 止 措 置 等 に 向 け た 中 長 期 ロ ー ド マ

ッ プ 」の 計 画 等 に 基 づ き ，内 部 被 ば く の 放 射 線 管 理 手

法 の 技 術 開 発 ，汚 染 水 処 理 で 発 生 す る 放 射 性 廃 棄 物 の

処 理 ・ 処 分 技 術 開 発 等 ，研 究 所 の 各 施 設 を 活 用 し た 試

験 研 究 を 継 続 し ま す 。  

ま た ，内 閣 府 か ら の 要 請 に 基 づ き ，東 京 電 力 福 島 第

一 原 子 力 発 電 所 か ら の 環 境 試 料 の 分 析 作 業 等 を 実 施

し ま す 。  

 

（ ７ ） 放 射 性 廃 棄 物 の 地 層 処 分 技 術 の 開 発  

地 層 処 分 基 盤 研 究 施 設（ Ｅ Ｎ Ｔ Ｒ Ｙ ）に お け る コ ー
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ル ド 試 験 ，地 層 処 分 放 射 化 学 研 究 施 設（ Ｑ Ｕ Ａ Ｌ Ｉ Ｔ

Ｙ ）に お け る 放 射 性 同 位 元 素 を 用 い た 試 験 に よ る 研 究

を 進 め ，評 価 手 法 や デ ー タ ベ ー ス 等 を 拡 充 す る こ と に

よ り 信 頼 性 向 上 を 図 り ，処 分 事 業 と 国 に よ る 安 全 規 制

を 支 え る 知 識 基 盤 の 整 備 を 継 続 し ま す 。ま た ，代 替 処

分 オ プ シ ョ ン と し て の 使 用 済 燃 料 の 直 接 処 分 等 に 関

す る 研 究 開 発 を 継 続 し ま す 。  

 

（ ８ ） 民 間 事 業 者 等 へ の 技 術 協 力  

青 森 県 六 ヶ 所 村 で 核 燃 料 サ イ ク ル 事 業 を 進 め て い

る 日 本 原 燃 ㈱ に 対 し ， 技 術 協 力 ・ 支 援 を 継 続 し ま す 。

使 用 済 燃 料 再 処 理 事 業 に つ い て は ，運 転 ・ 保 守 等 の 技

術 情 報 の 提 供 ，機 構 が 開 発 し た 技 術 を 採 用 し て い る 施

設 へ の 要 員 の 派 遣 を 含 め た 技 術 支 援 等 を 継 続 し ま す 。

Ｍ Ｏ Ｘ 燃 料 加 工 事 業 に つ い て は ，要 員 の 派 遣 ，研 修 生

の 受 入 ・ 教 育 ， 設 備 設 計 に 係 る 協 力 等 を 継 続 し ま す 。 

高 レ ベ ル 放 射 性 廃 棄 物 等 の 処 分 事 業 を 進 め て い る

原 子 力 発 電 環 境 整 備 機 構 に 対 し ，研 究 成 果 の 提 供 や 共

同 研 究 等 を 通 じ た 技 術 協 力 を 継 続 し ま す 。  

当 研 究 所 施 設 を 活 用 し た 学 生 実 習 等 や ，原 子 力 に 関

す る 研 修 講 座 等 へ の 講 師 の 派 遣 及 び 実 習 指 導 を 継 続

し ， 原 子 力 に 係 る 人 材 育 成 に 貢 献 し ま す 。  

 

（ ９ ） そ の 他  

原 子 力 利 用 の 多 様 化（ U b i q u i t o u s）に 向 け た 研 究 開

発 の 一 環 と し て ，原 子 力 科 学 研 究 所 と 協 力 し て 放 射 性

廃 棄 物 の 資 源 化 に 向 け た 有 用 元 素 回 収 技 術 開 発 を 進

め ま す 。ま た ，社 会 実 装 を 通 じ て 研 究 所 が 持 つ 技 術 開

発 成 果 や 知 見・ノ ウ ハ ウ を 社 会 に 還 元 す る た め に 民 間
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企 業 等 と の 連 携 強 化 に 取 り 組 み ま す 。  

地 域 と の 交 流 ，相 互 理 解 の 促 進 の た め ，地 域 住 民 の

方 々 と の 対 話 等 の リ ス ク コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 活 動 を

継 続 し て 実 施 し ま す 。  

 

２ ． 安 全 協 定 第 ５ 条 に 係 る 新 増 設 等 計 画  

原 子 力 施 設 周 辺 の 安 全 確 保 及 び 環 境 保 全 に 関 す る 協

定 書 第 ５ 条 に 該 当 す る 新 増 設 等 の 計 画 は 予 定 し て お り

ま せ ん 。   
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日 本 原 子 力 発 電 株 式 会 社              

東 海 事 業 本 部  

東 海 発 電 所 ・ 東 海 第 二 発 電 所  

 

＜ 事 業 運 営 の 基 本 方 針 ＞  

当 社 は 「 安 全 第 一 」 を 最 優 先 に 全 社 を 挙

げ て 事 故 ト ラ ブ ル ・ 災 害 撲 滅 に 取 り 組 ん で

お り ， 東 海 ・ 東 海 第 二 発 電 所 に お い て も , 現

在 行 わ れ て い る 安 全 性 向 上 対 策 工 事 を は じ

め ， 発 電 所 の 設 備 保 全 及 び 廃 止 措 置 工 事 も

含 め , ト ラ ブ ル ・ 災 害 を 起 こ さ な い と い う 強

い 決 意 の 下 ， 安 全 文 化 育 成 ・ 維 持 活 動 等 の

様 々 な 安 全 に む け た 取 り 組 み を 行 っ て い る

と こ ろ で す 。  

更 に ， 中 央 制 御 室 等 の 火 災 を 踏 ま え て

提 出 し た 再 発 防 止 対 策 に 基 づ き 対 策 を 着

実 に 実 施 し て お り 今 後 も そ の 効 果 検 証 や

必 要 な 見 直 し を 継 続 し て 進 め 再 発 防 止 の

徹 底 を 図 る と と も に ， 組 織 力 ・ 安 全 文 化

の 向 上 に 努 め ， 安 全 管 理 を 徹 底 し て ま い

り ま す 。  

ま た ， そ の 対 応 状 況 や 当 社 の 安 全 へ の 取

り 組 み に つ い て は 積 極 的 に 公 開 し , 地 域 の

皆 さ ま の 信 頼 回 復 に 努 め て ま い り ま す 。  
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東 海 第 二 発 電 所 は ， 平 成 2 3 年 3 月 1 1 日    

に 発 生 し た 東 北 地 方 太 平 洋 沖 地 震 に よ り 自

動 停 止 し ま し た 。  

そ の 後 ， 同 年 5 月 2 1 日 か ら 第 2 5 回 定 期

事 業 者 検 査 （ 法 令 改 正 に 伴 い ， 令 和 2 年 4

月 よ り 定 期 検 査 か ら 定 期 事 業 者 検 査 に 名 称

変 更 ） を 実 施 し て ま い り ま し た が ， 停 止 期

間 が 長 期 化 し て い る こ と か ら ， 原 子 炉 施 設

保 安 規 定 に 基 づ く 長 期 保 守 管 理 方 針 及 び 特

別 な 保 全 計 画 に よ り ， 発 電 所 機 器 の 維 持 ・

管 理 に 努 め て お り ， 今 後 と も 継 続 し て ま い

り ま す 。  

発 電 用 原 子 炉 施 設 の 「 新 規 制 基 準 」 へ の

適 合 性 に つ い て は ， 平 成 3 0 年 9 月 2 6 日 に

原 子 力 規 制 委 員 会 か ら 本 体 施 設 等 の 設 置 変

更 許 可 を い た だ き ま し た 。  

そ の 後 ， 令 和 3 年 1 2 月 2 2 日 に 原 子 力 規

制 委 員 会 よ り 特 定 重 大 事 故 等 対 処 施 設 の 設

置 等 に 係 る 設 置 変 更 許 可 を い た だ き ま し

た 。  

安 全 性 向 上 対 策 工 事 は ， 特 定 重 大 事 故

等 対 処 施 設 の 工 事 も 含 め ， 安 全 第 一 で 進

め て お り ま す 。 ま た ， 防 潮 堤 鋼 製 防 護 壁

基 礎 部 の 不 具 合 へ の 対 応 に つ い て は ， 現

在 ， 詳 細 検 討 に 関 す る 審 査 を 継 続 し て お

り ， 令 和 8 年 1 2 月 の 工 事 完 了 を 目 指 し て

取 り 組 ん で お り ま す 。  

引 き 続 き ， 東 海 第 二 発 電 所 の 安 全 性 向 上

対 策 工 事 の 完 遂 に 向 け ， 全 力 で 取 り 組 ん で

ま い り ま す 。  
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コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 活 動 に つ い て は , 令

和 7 年 度 は 発 電 所 員 が 東 海 村 及 び 発 電 所 周

辺 （ 5 ｋ ｍ 圏 内 ） の 各 戸 を 訪 問 さ せ て い た だ

く 「 訪 問 対 話 活 動 」， 対 話 型 の 発 電 所 状 況 説

明 会 や 発 電 所 公 募 見 学 会 に も 取 り 組 み ま し

た 。 令 和 8 年 度 も 引 き 続 き 地 域 の 皆 さ ま 方

と の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン を 大 切 に し な が

ら ， 皆 さ ま 方 に 安 心 し て い た だ く と と も に ，

よ り 信 頼 し て い た だ け る よ う な 発 電 所 運 営

を 行 っ て ま い り ま す 。  

万 が 一 の 原 子 力 災 害 時 の 住 民 避 難 行 動 へ

の 支 援 に つ い て は ， 社 員 へ の 防 災 教 育 や 福

祉 車 両 講 習 会 ， 避 難 退 域 時 検 査 訓 練 な ど の

取 り 組 み を 進 め て お り ま す 。 今 後 ， 自 治 体

が 実 施 す る 訓 練 へ の 参 加 や 地 域 の 原 子 力 関

連 企 業 と の 連 携 強 化 等 も 進 め ， よ り 効 果 的

な 支 援 と な る よ う に 取 り 組 ん で ま い り ま

す 。  

東 海 発 電 所 に つ い て は ， 令 和 6 年 度 か ら

原 子 炉 領 域 解 体 工 事 に 着 手 す る 予 定 で し た

が ， 当 該 工 事 に 伴 い 発 生 す る 廃 棄 物 を 収 納

す る 容 器 の 仕 様 等 の 決 定 に 時 間 を 要 す る こ

と か ら ， 工 事 着 手 時 期 を 令 和 1 1 年 度 に 変 更

す る こ と と し ， 廃 止 措 置 計 画 の 変 更 届 を 令

和 5 年 1 2 月 2 1 日 に 原 子 力 規 制 委 員 会 へ 提

出 し ま し た 。 令 和 8 年 度 も 引 き 続 き 廃 止 措

置 工 事 を 着 実 に 実 施 ･ 継 続 し て ま い り ま す 。  

ま た ， 放 射 能 レ ベ ル の 極 め て 低 い も の

（ L 3 ） の 埋 設 施 設 の 設 置 に 関 し て は ， 平 成
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2 7 年 7 月 1 6 日 に 原 子 力 規 制 委 員 会 へ 埋 設 事

業 許 可 申 請 書 を 提 出 し ， そ の 後 ， 平 成 2 8 年

1 2 月 2 6 日 に 同 申 請 書 の 補 正 を 行 い ま し た 。

そ の 後 の 審 査 及 び 規 則 改 正 を 踏 ま え ， 覆 土

設 計 の 見 直 し 等 を 行 い ， 令 和 6 年 7 月 2 4 日

に 埋 設 事 業 許 可 申 請 書 の 補 正 書 を 原 子 力 規

制 委 員 会 に 提 出 し ま し た 。  

今 後 も 自 治 体 及 び 原 子 力 規 制 委 員 会 の 審

査 に 適 切 に 対 応 す る と と も に ， 審 査 状 況 を

踏 ま え ， 施 設 の 設 置 に 向 け た 準 備 を 進 め て

ま い り ま す 。  

な お ， 審 査 の 進 捗 状 況 と そ の 内 容 や 結 果

等 に つ い て は ， 積 極 的 に 情 報 公 開 を 行 い , 自

治 体 及 び 地 域 の 皆 さ ま に 対 し て 分 か り 易 く

説 明 し ， ご 理 解 い た だ け る よ う 努 め て ま い

り ま す 。  

上 記 の 取 り 組 み を 含 め , 令 和 8 年 度 の 発 電

所 運 営 全 般 に つ い て , 「 安 全 は 現 場 に あ る 」

と い う 決 意 の も と , 現 場 第 一 線 の 声 に 常 に

耳 を 傾 け , 令 和 7 年 度 ま で の 取 り 組 み の 評 価

と 改 善 を 行 い な が ら ， よ り 実 効 性 あ る 取 り

組 み を 継 続 し て ま い り ま す 。  
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１ ． 事 業 計 画 概 要  

（ １ ） 令 和 ８ 年 度 運 転 計 画  

令 和 ８ 年 度 の 東 海 第 二 発 電 所 の 運 転 計

画 を 下 表 に 示 し ま す 。  

運 転 計 画  

発 電 電 力 量 未  定  

最 大 電 力 未  定  

設 備 利 用 率 未  定  

定 期 事 業 者

検 査

(第 2 5 回 ) 

作 業 期 間 
自  平 成 2 3 年 5 月 2 1 日  

至    未  定  

 

（ ２ ） 令 和 ７ 年 度 か ら の 継 続 工 事 等  

１ ） 東 海 発 電 所  

① 廃 止 措 置 工 事  

（ 平 成 1 8 年 8 月 9 日 廃 止 措 置 計 画 の

同 意 及 び 新 増 設 等 に 対 す る 事 前 了

解 受 領 ）  

令 和 ８ 年 度 も ， 原 子 炉 領 域 に つ い

て ， 引 き 続 き ， 安 全 貯 蔵 を 行 っ て ま

い り ま す 。  

工 事 に つ い て は ， 原 子 炉 領 域 以 外

（ 熱 交 換 器 本 体 他 ） の 解 体 撤 去 工 事

を 継 続 し て ま い り ま す 。  

ま た ，「 放 射 性 物 質 と し て 扱 う 必 要

の な い 物 （ ク リ ア ラ ン ス 物 ）」 に つ い

て は ， 引 き 続 き ， 再 生 利 用 等 資 源 の

有 効 活 用 に 取 り 組 ん で ま い り ま す 。  

（ 添 付 資 料 － １ 参 照 ）  
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② 低 レ ベ ル 放 射 性 廃 棄 物 埋 設 施 設  

（ 平 成 2 7 年 7 月 1 6 日 新 増 設 等 計 画

書 提 出 ，平 成 2 8 年 1 2 月 2 6 日 新 増

設 等 計 画 書 （ 変 更 ） 提 出 ）  

（ 平 成 2 7 年 7 月 1 6 日 埋 設 事 業 許 可

申 請 ，平 成 2 8 年 1 2 月 2 6 日 埋 設 事

業 許 可 申 請 の 一 部 補 正 ， 令 和 6 年

7 月 2 4 日 埋 設 事 業 許 可 申 請 の 一

部 補 正 ）  

放 射 能 レ ベ ル の 極 め て 低 い も の

（ L 3 ） の 埋 設 施 設 の 設 置 に つ い て

は ， 自 治 体 及 び 原 子 力 規 制 委 員 会 の

審 査 に 適 切 に 対 応 す る と と も に ， 審

査 状 況 を 踏 ま え ， 施 設 の 設 置 に 向 け

た 準 備 を 進 め て ま い り ま す 。  

 

２ ） 東 海 第 二 発 電 所  

① 使 用 済 燃 料 貯 蔵 設 備 の 増 強 工 事  

（ 平 成 1 1 年 4 月 2 2 日 新 増 設 等 に 対

す る 事 前 了 解 受 領 ）  

貯 蔵 容 器 2 4 基 中 ，1 7 基 の 製 造 が 完

了 し て お り ， こ の う ち 1 5 基 の 貯 蔵 容

器 に 使 用 済 燃 料 を 貯 蔵 し て お り ま

す 。  

令 和 ８ 年 度 は ， 第 四 期 工 事 分 （ 貯

蔵 建 屋 内 搬 入 済 ） の 貯 蔵 容 器 4 基 及

び 第 五 期 工 事 分（ 貯 蔵 建 屋 内 搬 入 済 ）

の 貯 蔵 容 器 2 基 に つ い て ， 今 後 新 規

制 基 準 に 基 づ く 検 査 を 実 施 し た 後 に

使 用 を 開 始 す る こ と で 進 め て ま い り

ま す 。  
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② 新 規 制 基 準 へ の 適 合 性 審 査 対 応  

（ 平 成 2 6 年 5 月 2 0 日 新 増 設 等 計 画

書 提 出 ， 平 成 2 9 年 1 1 月 8 日 ， 平

成 3 0 年 5 月 3 1 日 ， 9 月 1 2 日 ， 令

和 元 年 9 月 2 4 日 ， 令 和 2 年 1 1 月

1 6 日 ， 令 和 3 年 6 月 2 5 日 ， 1 0 月

1 5 日 ，  1 1 月 1 9 日 ， 令 和 4 年 4 月

2 7 日 ， 1 1 月 2 5 日 及 び 令 和 5 年 6

月 2 3 日 新 増 設 等 計 画 書 （ 変 更 ） 提

出 ）  

（ 平 成 2 6 年 5 月 2 0 日 設 置 変 更 許 可

申 請 ，平 成 3 0 年 9 月 2 6 日 設 置 変 更

許 可 受 領 ， 令 和 元 年 9 月 2 4 日 設 置

許 可 申 請 ，令 和 3 年 1 2 月 2 2 日 設 置

変 更 許 可 受 領 ， 令 和 4 年 4 月 2 7 日

設 置 変 更 許 可 申 請 ，令 和 5 年 1 月 2 5

日 設 置 変 更 許 可 受 領 ，令 和 3 年 6 月

2 5 日 申 請 ，令 和 5 年 1 2 月 2 0 日 設 置

変 更 許 可 受 領 ）  

新 規 制 基 準 へ の 適 合 性 に つ い て

は ， 自 治 体 及 び 原 子 力 規 制 委 員 会 の

審 査 に 適 切 に 対 応 す る と と も に ， 必

要 な 手 続 き を 適 切 に 行 い ， 基 準 に 適 合

す べ く 関 連 設 備 の 工 事 を 安 全 最 優 先

で 進 め て ま い り ま す 。  

（ 添 付 資 料 － 2 参 照 ）  

 

２ ． 安 全 協 定 第 5 条 に 係 る 新 増 設 等 計 画  

な し  

 

以  上  
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東  海 発  電 所  廃 止  措 置  

 

 

 

  

添付資料－１ 
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東海第二発電所 新規制基準への対応 

設置工事計画（本体施設等）  

 

 

 

 

 

 

 
 
上記計画については，新規制基準施行前から安全対策として実施しているものを含みます。 
 

 
設置工事計画（特定重大事故等対処施設等） 

  

  

添付資料－２ 



 

28 
 

東京大学大学院工学系研究科 

原子力専攻（専門職大学院） 

 

１．事業計画概要 

東京大学は，平成１７年度から工学系研究科内に原子力専攻（専門職

大学院）（以下「本専攻」という。）と原子力国際専攻を設けて，社会

人を含む専門職大学院教育と国際レベルの研究者養成を目的とした新た

な研究教育ミッションの展開を行っています。２０２６年３月３１日現

在約３００名の原子力専門職修士を社会に輩出し，継続的な原子力専門

職の教育を推進しています。併せて，本専攻は，大型装置を用いこれま

で行ってきた原子力開発並びに放射線の利用に関する研究等の大学にお

ける原子力工学の総合的研究並びに大学院学生等の研究・教育も行って

まいります。また，日本原子力研究開発機構における全国大学共同利用

に関する窓口業務についても，本専攻で行います。 

本専攻の組織は，４講座，８管理部門及び事務室で教職員約６０名，

大学院学生等約１５名で構成され，以下の設備を利用し，本専攻の専門

職学位課程の教育に資するとともに，従来行ってきた全国の国公私立大

学や研究機関等の研究者による共同研究の利用にも供してまいります。 

また，年５回程度開催される「弥生研究会」を始め，国際シンポジウ

ムやワークショップ等の開催を引き続き図り，種々の分野の研究者によ

る活発な情報交換や討論を行ってまいります。 
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（１）高速中性子源炉「弥生」 

４０年間にわたる原子炉「弥生」の運転は，平成２３年３月１１日

をもって終了いたしました。 

平成２４年８月に廃止措置計画書が承認され，廃止措置計画の第１

段階まで終了しております。現在は，次の段階に向けた廃炉方針の見

直しを実施し，原子力規制委員会に対して廃止措置計画と保安規定の

変更申請中です。 

令和８年度も引き続き，廃止措置を着実に進める予定です。 

（２）ライナック設備 

電子ライナック施設等の全国共同利用を継続します。 

極短電子パルス発生・計測，高品質レーザー電子銃等の量子ビーム

工学に関連した研究をはじめ，原子力分野・医学物理分野・産業分野

における放射線効果の利用や制御に関する各種の実験研究を継続推進

いたします。 

（３）ブランケット設備 

原子炉工学，核融合炉工学，放射線利用に必要な材料科学，加速器

工学，熱流動工学等に関する研究を継続します。社会・産業インフラ

診断のための Xバンド小型加速器の応用研究を継続します。また，X バ

ンド電子ライナックを活用した小型中性子源の開発および中性子計測

系の開発を実施します。過酷環境下における材料の劣化試験および各

種分析試験を重照射研究設備と連携して進めます。過酷事故シミュレ
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ーション技術の高度化に向け，温度成層化現象に関する熱流動試験を

継続します。非晶質バリア材料の性能評価を実施します。また，トリ

チウム実験室の整備を継続します。 

（４）重照射研究設備 

タンデトロン加速器等の実験装置の全国共同利用を継続します。原

子炉構造材料，原子燃料被覆管，核融合炉構造材料の開発に向け，重

要な劣化現象である照射影響を模擬します。イオン照射を利用した機

能材料開発等を継続します。世界でも有数の，透過電子顕微鏡を用い

た高エネルギーイオン照射その場観察システムを用いた研究を推進し

ます。 

（５）国際原子力教育事業 

原子力専門職大学院教科書・教材を英語化し，出版を進めるとともに

IAEA と連携した E-LEARNING システムの高度化を進めます。これらは

IAEA のホームページで公開され，世界の主要大学で活用される見込み

です。 

Japan-IAEA 合同原子力エネルギーマネージメントスクールを，平成

２４年度から継続的に開催してきております。第１４回目となる令和８

年度は，原子力人材育成ネットワーク会議，日本原子力研究開発機構，

日本原子力産業協会，原子力国際協力センター，日本原子力学会との共

催により，対面で実施する予定です。 

また原子力専攻の教育カリキュラムは，本郷の原子力国際専攻と一緒
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に，IAEA INMA(International Nuclear Management Academy)による Peer 

Review を平成２９年１０月１１-１４日に受けました。平成３１年３月

に認定が得られ，同年４月から原子力専攻は Nuclear Professional 

Management Program，原子力国際専攻は Nuclear Technology Management 

Programが開講されました。これで両専攻の教育が，IAEA認定の世界標

準の一つになり，国際的プレゼンスが向上します。また IAEA INMA は４

年に一度の更新が必要であり，一昨年に提出したライセンス更新申請に

対し IAEAからの承諾を得られました。 

 

２．安全協定第５条に係る新増設計画 

予定ありません。 
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三菱原子燃料株式会社 

 

１．事業計画概要 

当社は，主に加圧水型原子炉（以下「ＰＷＲ型原子炉」という）用

ウラン燃料及び関連製品（以下「燃料集合体等」という）の製造を行

っております。この燃料集合体等を国内のＰＷＲ型原子力発電所へ供

給し，エネルギーの安定供給に貢献すべく安全最優先で事業活動を行

っております。今年度も引き続き安全を最優先に事業活動に取り組ん

でまいります。 

 

２．原子力安全協定第５条に係る新増設等計画 

放射性固体廃棄物処理設備の更新 

当社では，放射性固体廃棄物のうちの可燃性廃棄物（以下「可燃物」

という）は，焼却設備（焼却炉及び付帯設備）を用いて減容処理し

ています。 

この設備は，設置後長期間を経過しているものもあり，稼働状況も

低下してきていることから，設備更新により更なる減容化推進を目

指します。 

＜可燃物処理方針＞ 

・従来同様に可燃物の発生抑制を継続する。 

・可燃物の焼却減容処理を継続する（既設焼却設備の稼働継続）。 
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・既設焼却設備は，設備状態や可燃物保管状況等を鑑み，然るべ

き段階で撤去する。 

・更新する焼却設備は，既設焼却設備よりも処理能力を向上させ，

可燃物の更なる減容を図る。 

＜焼却設備更新方針＞ 

・既設焼却施設（建物）で設備更新を行う場合，工事期間中は減

容処理の休止が必要となること，また，施設（建物）の耐用年数

の長期化を図るため，新たな施設を建設し，焼却設備を設置する。 

  

（仮称）可燃物処理施設建設予定地 
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原子燃料工業株式会社 東海事業所 

 

１．事業計画概要 

当事業所では，原子力発電所向けの設計・開発，製造及び原子力事業

関連のエンジニアリングサービスをおこなっています。 

令和８年度の主な事業計画は次のとおりです。 

 

（１）沸騰水型原子炉（ＢＷＲ）用燃料の製造 

東海事業所で行っていた BWR燃料の製造業務は，熊取事業所へ移管・

集約するため，東海事業所での生産活動はありません。今後は，ウラ

ン貯蔵や廃炉プラントが所有する未使用の新燃料の解体等を担う拠点

として，新規制基準適合に向けた関連設備工事等の安全対策を進めて

いく予定です。 

なお，平成３０年までに生産を終了した燃料の原子力発電所への納

入作業については，客先と調整中です。 

 

（２）高温ガス炉（ＨＴＲ）用燃料の試験・研究 

平成２８年８月に使用施設に関する許可範囲の変更手続きをおこな

い，「核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律施行令４

１条」の非該当施設となりました。令４１条非該当施設の許可範囲に

おいて，試験，研究を計画しております。 
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２．原子力安全協定第５条に係る新増設計画 

なし。 
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公益財団法人核物質管理センター 

東海保障措置センター 

 

１．事業計画概要 

（１）保障措置検査等実施業務 

原子炉等規制法に基づく指定保障措置検査等実施機関として，保障

措置検査業務，核物質の分析業務，保障措置検査等の技術に係る調査

研究業務を実施します。 

（２）開発試験棟の維持管理 

放射性廃棄物保管施設として維持管理します。 

（３）その他 

原子炉等規制法に基づく指定情報処理機関として，国際規制物資の

在庫量，在庫変動量等に関する情報の整理業務，国際規制物資の使用

の状況に関する情報の解析業務を，本部組織の一部が東海保障措置セ

ンターに駐在して実施します。 

 

２．原子力安全協定第５条に係る新増設等計画 

なし。 
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ＭＨＩ原子力研究開発株式会社 

 

１． 事業計画概要 

令和８年度の事業計画では，引き続き以下の試験・研究開発事業を行

います。 

（１）材料ホットラボ施設 

① サーベイランス試験 

② 炉内（１次系）構成材の調査・研究 

③ 発電所内で使用中の活性炭の試験及び新装活性炭の試験 

（２）ウラン実験施設 

ウラン試料の放射能測定 

（３）燃料ホットラボ施設 

使用済燃料等の照射後試験及び燃料デブリ分析 

（４）燃料・化学実験施設 

① 軽水炉・新型炉燃料及び核燃料サイクルの高度化に関する研究開

発 

② 放射化学及び原子炉化学に関する研究開発（含む燃料デブリ分析） 

 

２． 原子力安全協定第５条に係る新増設等計画 

なし 
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積水メディカル株式会社 

創薬支援センター 

 

１．事業計画概要 

令和８年度の事業計画は令和７年度に引き続き医薬品開発における薬

物動態や安全性を評価する研究の受託事業を行います。各受託試験は GCP，

GMP，GLPなどの基準に準拠して実施しております。 

（１）スクリーニング試験 

創薬初期段階で開発候補化合物を選別するために，様々な評価を実

施 

（２）化合物標識合成 

開発候補化合物に放射性同位元素（RI）や安定同位元素（SI）で標

識し，RI 標識化合物や SI 標識化合物を合成 

（３）非臨床薬物動態試験 

開発化合物の体内動態を調べるため，各種動物・細胞・酵素などに

RI標識化合物や非標識化合物を投与し，定量解析する試験を実施 

（４）薬理試験 

開発化合物の薬理作用を調べるため，試験管内で各種酵素・細胞な

どに RI 標識化合物や非標識化合物を反応させ，定量解析する試験を実

施 

（５）安全性試験 
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安全性試験で発生する検体中薬物濃度測定，バイオマーカーの測定，

中和抗体の測定を実施 

（６）臨床薬物動態試験 

国内の臨床施設にて行われる RI標識化合物を用いた臨床薬物動態試

験及びその検体分析を実施 

（７）臨床検体測定・解析 

臨床試験で発生する検体中薬物濃度測定，バイオマーカーの測定，

遺伝子の多型解析を実施 

  

２．原子力安全協定第５条に係る新増設等計画 

原子力施設周辺の安全確保及び環境保全に関する協定書第５条に該当

する新増設等の計画は予定しておりません。 

  



 

40 
 

株式会社ジェー・シー・オー 

 

１． 事業計画概要 

弊社は，平成１１年の臨界事故の深い反省に立ち，将来の廃止措置に

向けて，現在はウラン廃棄物の保管・管理，施設の保守管理および不要

になった設備の撤去等を行っています。 

令和７年度は，第１管理棟，第２管理棟および第３管理棟の施設内の

設備撤去工事および管理区域解除工事を継続しました。また，第５管理

棟の工事を開始しました。 

令和８年度は，上記工事を継続し，第１管理棟は計画した区域の管理

区域解除工事の完了を目指します。 

引き続き，将来の廃止措置に向けた業務を安全最優先にて実施してま

いります。 

 

２． 原子力安全協定第５条に係る新増設等計画 

なし。 
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日本照射サービス株式会社東海センター 

 

１．事業計画概要 

令和８年度も引き続き安全第一に，ガンマ線及び電子線による医療機

器，食品包材，理化学器材等の滅菌・殺菌，各種工業材料の改質処理の

ための照射を継続するとともに，受注の拡大に努めていく所存です。 

ガンマ線照射施設については，受注の拡大に応じて，あるいは現在装

荷している線源の減衰補充分も含めて，必要なコバルト６０線源の追加

を計画しております。 

 

２．原子力安全協定第５条に係る新増設等計画 

なし 

 


